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第54期定時株主総会
招集ご通知に際しての
インターネット開示事項
第54期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

連結注記表
個別注記表

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第
18条の規定に基づき、インターネット上の当社
ウェブサイト（https://www.cbon.co.jp/company/）
に掲載することにより株主の皆様に提供してお
ります。
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連結注記表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。
２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数　２社
・主要な連結子会社の名称　株式会社ジャフマック
　　　　　　　　　　　　　倩朋（上海）化粧品有限公司

非連結子会社であった株式会社ジャフマック及び倩朋（上海）化粧品有限公司は、重要性が増した
ため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち倩朋（上海）化粧品有限公司の決算日は、12月31日であります。
　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日

までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
⑶　会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券

その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によっております。
ロ．たな卸資産

商品・製品・仕掛品・原材料　　月次総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）によっております。

貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）によっております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法）を採用しております。
また、在外連結子会社は定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ６年～60年
機械装置及び運搬具 ６年～17年
工具、器具及び備品 ３年～20年
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ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち
当連結会計年度に対応する負担額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　　当社は役員賞与の支給に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上して
おります。なお、当連結会計年度におきましては、支給見込額がないため計上しており
ません。

ニ．ポイント引当金　　　　　　　　当社は商品販売時にお客様に付与したポイントの使用による無償フェイシャルサービ
ス等の提供に備えるため、過去の使用実績率に基づき将来使用されると見込まれる額を
計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差
額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式を採用しております。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

　建物及び構築物 17,109千円
　土地 12,000千円
　　計 29,109千円
上記担保資産に対応する債務はありません。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 4,959,995千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数
普通株式 4,277,400株 100株 －株 4,277,500株
（注）普通株式の発行済株式数の増加100株は、新株予約権の権利行使により新株を発行したことによる増加であります。
⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数
普通株式 179,058株 227株 178,796株 489株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加227株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少178,796株は、株式給付信託口から従業員へ
給付したものであります。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2018年５月15日開催の取締役会において、次のとおり決議しました。
・配当金の総額 85,542千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 20円
・基準日 2018年３月31日
・効力発生日 2018年６月25日
（注）配当金の総額には、株式給付信託口に対する配当金3,575千円を含めております。

ロ．2018年10月31日開催の取締役会において、次のとおり決議しました。
・配当金の総額 85,544千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 20円
・基準日 2018年９月30日
・効力発生日 2018年11月30日
（注）配当金の総額には、株式給付信託口に対する配当金3,575千円を含めております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2019年５月17日開催の取締役会において、次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 85,540千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 20円
・基準日 2019年３月31日
・効力発生日 2019年６月25日
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⑷　当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項
第１回新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式
目的となる株式の数 8,500株
新株予約権の残高 85個

第２回新株予約権
目的となる株式の種類 普通株式
目的となる株式の数 24,400株
新株予約権の残高 244個

５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。資金運用については、預金
等の安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクを回避するために利用する可
能性がありますが、投機的な取引は行わない方針であります。
②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクについて、当社は、売掛債権管
理規程に基づき取引先毎の期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延債権については、個別に把握及び対応を行う体制
としております。連結子会社についても、当社の売掛債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に
時価や発行体の財務状況を把握し、取締役会に報告されております。
　敷金及び保証金は、主に建物賃貸借契約に係るものであり、差し入れ先の信用リスクに晒されております。当該リスクにつ
いては、差し入れ先の信用状況を定期的に把握することを通じて、リスクの軽減を図っております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、概ね１ヶ月以内の支払期日であります。未払法人税等は、全て３ヶ月以内に納付期限
が到来するものであります。
　これらの営業債務及び金銭債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、資金繰計画を作成・更新する
とともに、手元流動性の維持等により管理しております。
③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま
す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す
ることがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
① 現金及び預金 3,479,571 3,479,571 －
② 受取手形及び売掛金 919,686
　 貸倒引当金（※） △283

919,402 919,402 －
③ 投資有価証券 420,014 420,014 －
④ 敷金及び保証金 831,991 826,437 △5,554
　 資産計 5,650,980 5,645,425 △5,554
① 買掛金 104,243 104,243 －
② 未払金 872,235 872,235 ー
③ 未払法人税等 85,422 85,422 －
　 負債計 1,061,901 1,061,901 －
（※）売掛金に対応している貸倒引当金を控除しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産
①現金及び預金　②受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
③投資有価証券
　投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。
④敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価の算定は、合理的に見積りした敷金及び保証金の返還予定時期に基づき、国債の利率で割り引いた現在価値によっ
ております。

負　債
①買掛金　②未払金　③未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内（千円）

現金及び預金 3,479,571

受取手形及び売掛金 919,686

合計 4,399,257
敷金及び保証金については返還期日を明確に把握できないため、償還予定額には含めておりません。
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６．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産については、重要性が乏しいため記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,216.46円
⑵　１株当たり当期純利益 33.81円

（注）１株当たり当期純利益の算定に用いられた期中平均株式数については、株式給付信託口が所有する自己株式を控除して算定
しております。

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

９．退職給付に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要

当社は確定拠出年金制度を採用しております。
⑵　退職給付費用に関する事項

確定拠出年金掛金 28,867千円

10．資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

⑴　当該資産除去債務の概要
　直営店舗の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等及び六本木本店、パビリオン並びに工場他の建設リサイクル法等に定める
分別処分費用等であります。

⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法
　直営店舗は、使用見込期間を建物の耐用年数（15年）と見積り、割引率は当該使用見込期間に見合う国債の流通利回り（主に
1.744%）を使用して資産除去債務の金額を計算しております。
　六本木本店、パビリオン及び工場他の建設リサイクル法等に定める分別処分費用等は、使用見込期間を建物の耐用年数（主に
50年）と見積り、割引率は当該使用見込期間に見合う国債の流通利回り（主に2.585%）を使用して資産除去債務の金額を計算
しております。

⑶　当連結会計年度における当該資産除去債務の増減
期首残高 318,286千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 11,047千円
時の経過による調整額 3,673千円
資産除去債務の履行による減少額 2,150千円
期末残高 330,857千円
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11．追加情報
(株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）)
　当社は、2013年10月31日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を
株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気の向上と福利厚生制度の拡充を目的として、従業
員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」（以下「本制度」といい、本制度に
関してみずほ信託銀行株式会社と締結する信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」といいます。）を導入すること及び
本信託の設定時期、金額等の詳細について決議しております。この導入に伴い、2013年11月13日付で資産管理サービス信託銀
行株式会社（信託Ｅ口）（以下、「株式給付信託口」）が当社株式178,900株を取得しております。
　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式を給付する仕組みで
す。
　当社は、従業員に対し勤続年数等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得をしたときに当該付与ポイント
に相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、
信託財産として分別管理するものとします。
　なお、当連結会計年度末において、信託期間は終了しております。
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個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。
２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）によっております。
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・製品・仕掛品・原材料　　月次総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）によっております。

貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法）を採用しており
ます。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ６年～50年
構築物 ７年～60年
機械及び装置 ８年～17年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ３年～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
④　長期前払費用　　　　　　　　　定額法を採用しております。
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に対応する負担額を計上
しております。なお、当事業年度におきましては、支給見込額がないため計上しておりま
せん。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。な
お、当事業年度におきましては、支給見込額がないため計上しておりません。

 

④　ポイント引当金　　　　　　　　商品販売時にお客様に付与したポイントの使用による無償フェイシャルサービス等の提
供に備えるため、過去の使用実績率に基づき将来使用されると見込まれる額を計上してお
ります。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　　　税抜方式を採用しております。

３．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年度の期首から適用し
ており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 4,924,908千円
⑵　関係会社に対する短期金銭債権 889千円
⑶　関係会社に対する短期金銭債務 1,910千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 14,209千円
仕入高 48,913千円
販売費及び一般管理費 4,500千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数
普通株式 179,058株 227株 178,796株 489株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加227株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少178,796株は、株式給付信託口から従業員へ
給付したものであります。
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７．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 5,731千円
未払事業所税 3,673千円
未払賞与 19,759千円
未払費用 5,498千円
ポイント引当金 150,337千円
繰越欠損金 4,433千円
前受加盟金 850千円
一括償却資産 7,278千円
減損損失 29,345千円
減価償却限度超過額 17,883千円
貸倒引当金 7,068千円
会員権評価損 5,817千円
投資有価証券評価損 3,254千円
未払退職金 19,734千円
移転補償金 12,346千円
資産除去債務 101,045千円
関係会社株式 643千円

繰延税金資産小計 394,701千円
評価性引当額 △19,896千円

繰延税金資産合計 374,804千円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △5,735千円
その他有価証券評価差額金 △92,720千円
資産除去債務に対応する除去費用 △21,388千円

繰延税金負債合計 △119,844千円
繰延税金資産の純額 254,960千円
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⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目
別の内訳

法定実効税率 30.6％
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 15.6％
住民税均等割 20.5％
株式給付信託分配金の損金算入額 △15.1％
その他 0.3％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.9％

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,223.61円
⑵　１株当たり当期純利益 35.36円

（注）１株当たり当期純利益の算定に用いられた期中平均株式数については、株式給付信託口が所有する自己株式を控除して算定
しております。

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．追加情報
(株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）)
　当社は、2013年10月31日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を
株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気の向上と福利厚生制度の拡充を目的として、従業
員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」（以下「本制度」といい、本制度に
関してみずほ信託銀行株式会社と締結する信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」といいます。）を導入すること及び
本信託の設定時期、金額等の詳細について決議しております。この導入に伴い、2013年11月13日付で資産管理サービス信託銀
行株式会社（信託Ｅ口）（以下、「株式給付信託口」）が当社株式178,900株を取得しております。
　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式を給付する仕組みで
す。
　当社は、従業員に対し勤続年数等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得をしたときに当該付与ポイント
に相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、
信託財産として分別管理するものとします。
　なお、当事業年度末において、信託期間は終了しております。
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